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令和元年度　行政評価表
担当課 子育て支援課

今年度の
施策達成度

章名 第３章豊かな心を育むまちに暮らす A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第１節子ども・子育て支援の充実

施策名 １．子ども・子育て支援新制度の推進

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　多様な保育サービスの提供や子育て支援の充実により、安心して
出産・子育てのできるまちになっています。

現状（平成30年度）

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

0 00

成
果
指
標
の
推
移

平成27年度実績 平成28年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

3,692 2,538

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

2,538

一般財源

前年度に行ったアンケート調査をもとに子ども・子育て会議を開催し、令和2年度からの5年間と
する「伊奈町子ども・子育て支援事業計画（第２期）」を策定した。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

核家族化の進行や家族形態の多様化により保育や子育て支援のニーズは多様化・複雑化
している。国の幼児教育・保育の無償化が１０月より実施され、子育て世帯の施設利用の選
択の幅が広がる可能性が考えられる。県による多子世帯への保育料免除など、子育て世帯
の負担を軽減するための仕組みが定着してきた。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

子育て世代の女性の社会進出は増加しており、保育施設の利用ニーズが高い

子育て世帯へのアンケート調査をもとに計画策定を行った。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

子育て環境を充実させるために、子育て支援に携わる者の処遇改善や労働環境の一層の
量的・質的整備が求められる。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

平成30年度実績

　安心して子供を産み育てられるよう、妊娠期や出産期、乳幼児期などにおける
母子保健活動の充実を図る必要があります。全国的に家庭や地域の子育て力
が低下し、育児に不安や悩みを抱く親が増加し、児童虐待などが問題になって
います。また、共働き家庭の増加により保育所の入所希望者は増え、本町での
保育所の園児はこの５年間で1.7倍になり、待機児童も増加傾向にあります。
　子育て中の親たちを支援するため、本町では地域子育て支援センターや保育
所を中心とした相談体制の整備を図るとともに多様化するニーズに対応した保
育サービスの提供や、待機児童解消に向けた民間保育所の誘致などに取り組
んできました。また、放課後児童クラブは需要が高まっており、一層の充実を図
る必要があります。
　国においては、子ども・子育て支援新制度が平成27年４月から始まりますが、
本町でも新制度に沿った新たな子育て支援策を積極的に推進していく必要があ
ります。

指標名

現状と課題

(3)

平成29年度実績

(1)

(2)

子ども・子育て支援事業計画に基づき、各種事業を実施し、安心・安全なまちづくりの一
部を担うことができた。

策定した計画の進歩状況を子ども・子育て支援会議にて検討する。計画に基づき、着実
に実施していく。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和元年度実績
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(1)

(2)

(3)

(4)

放課後児童クラブの情報をHPで確認してもらえるよう、保護者へツイッター登録の周知を
行った。

0人

クラブ数の増加に伴い支援員の確保が困難となっている状況があり、また、保育する支
援員の資質向上も必要となるため、民間のノウハウを生かしたクラブ運営への転換の検
討を行う。保育施設の入所については、入所希望者の相談時や申込み時に丁寧な説明
を心掛け、世帯や子どもの状況を詳細に把握し、施設に関する情報の提供を行うことで、
個々に寄り添った利用案内を実施する。
専門的な知識と経験を持った職員による窓口相談業務を実施する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和元年度実績

(3)

平成29年度実績

１人０人(1) １人

(2)

平成30年度実績

　安心して子供を産み育てられるよう、妊娠期や出産期、乳幼児期などにおける
母子保健活動の充実を図る必要があります。全国的に家庭や地域の子育て力
が低下し、育児に不安や悩みを抱く親が増加し、児童虐待などが問題になって
います。また、共働き家庭の増加により保育所の入所希望者は増え、本町での
保育所の園児はこの５年間で1.7倍になり、待機児童も増加傾向にあります。
　子育て中の親たちを支援するため、本町では地域子育て支援センターや保育
所を中心とした相談体制の整備を図るとともに多様化するニーズに対応した保
育サービスの提供や、待機児童解消に向けた民間保育所の誘致などに取り組
んできました。また、放課後児童クラブは需要が高まっており、一層の充実を図
る必要があります。
　国においては、子ども・子育て支援新制度が平成27年４月から始まりますが、
本町でも新制度に沿った新たな子育て支援策を積極的に推進していく必要があ
ります。

指標名

保育所待機児童数

現状と課題

放課後児童クラブ入所希望者全ての受入れを行い、保護者が就労等により保育ができない児童
の適切な遊びや生活の場を提供しその健全な育成を図ることができた。子育て支援に関する相
談業務を実施し、個別の課題を把握することでより適したサービス利用につなげることができた。
また、保育施設に定員の弾力的運用を促すことで現在ある社会資源を有効に活用することがで
きた。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

保護者の利用ニーズは、人口要因だけでなく就労要因にも左右され、そのニーズを的確に把
握し、クラブ運営に反映していく必要がある。また、保育施設においては、国の幼児教育・保
育の無償化の実施により利用ニーズが大きく変化しつつある。動向の把握は必要となってい
る。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

少子化が進んでいる一方で、女性の社会進出は増えており、放課後児童クラブの利用需要
は高い。保育サービスの利用希望は増加傾向にある。また、保護者の疾病や見守りを要す
る家庭の増加により、相談業務や保育サービスの需要は高まっている。

放課後児童クラブにおいては、児童の安全確保から、老朽化した構造物の修繕や撤去など
を行い、施設環境の整備を行った。
利用児童数が多いことから、支援員の確保のため民間企業を利用し、支援員の募集を行っ
た。また、保育施設の利用定員を弾力的に運用することで、保育量の確保に努め、保育の質
を確保するため、すべての施設において現地調査を行った。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

放課後児童クラブの利用需要は高く、施設の増設や老朽化した備品等の修繕等を行い環境
整備を行うことはできたが、利用ニーズの把握や支援員の確保、意識改革など保育の質の
向上が毎年の課題となっている。保育施設における保育資格を有する者の確保及び保育の
質の更なる向上が課題となっている。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

924,417 959,151

１人

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

297,259

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 169,617492,275

成
果
指
標
の
推
移

平成27年度実績 平成28年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 ２．保育サービスの充実

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　多様な保育サービスの提供や子育て支援の充実により、安心して
出産・子育てのできるまちになっています。

現状（平成30年度）

１人

施
策
の
内
容

令和元年度　行政評価表
担当課 子育て支援課

今年度の
施策達成度

章名 第３章豊かな心を育むまちに暮らす A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第１節子ども・子育て支援の充実



Ａ

Ｂ

Ｃ

(1)

(2)

(3)

(4)

ホームページや広報を通して住民へ児童虐待防止の啓発に努めた。

児童虐待は、専門的な技術を要するため、引続き児童福祉司資格認定研修を受講する
など人材育成を行うとともに関係機関との連携を強化する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和元年度実績

(3)

平成29年度実績

(1)

(2)

平成30年度実績

　安心して子供を産み育てられるよう、妊娠期や出産期、乳幼児期などにおける
母子保健活動の充実を図る必要があります。全国的に家庭や地域の子育て力
が低下し、育児に不安や悩みを抱く親が増加し、児童虐待などが問題になって
います。また、共働き家庭の増加により保育所の入所希望者は増え、本町での
保育所の園児はこの５年間で1.7倍になり、待機児童も増加傾向にあります。
　子育て中の親たちを支援するため、本町では地域子育て支援センターや保育
所を中心とした相談体制の整備を図るとともに多様化するニーズに対応した保
育サービスの提供や、待機児童解消に向けた民間保育所の誘致などに取り組
んできました。また、放課後児童クラブは需要が高まっており、一層の充実を図
る必要があります。
　国においては、子ども・子育て支援新制度が平成27年４月から始まりますが、
本町でも新制度に沿った新たな子育て支援策を積極的に推進していく必要があ
ります。

指標名

現状と課題

少子化により子どもの数は減少しているが、虐待通告・相談件数は増加しているため、児童福祉
司資格認定研修を受講し、また、児童相談所から専門アドバイザーの派遣を依頼するなど、職員
の専門性の向上を図った。
児童手当、児童扶養手当とも、広報等で制度周知を行い、適正に支給した。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

児童虐待防止の広報活動により、住民への意識付けが図られ、ケース対応には慎重さが求
められる。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

児童虐待防止意識の向上により、些細なケースでも通告を行うようになっている。

要対協会議にて要保護者等の支援や援助方針を関係機関と情報共有を行った。
１１月に児童虐待防止キャンペーンを内宿駅、ウニクス伊奈で行い、住民への虐待啓発を
行った。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

児童虐待は、専門的な技術を要するため、職員には児童福祉司資格認定研修を受講させて
いるが、人事異動があるため、専門性を維持することが課題である。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

819,597 796,615

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

124,187

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 0672,428

成
果
指
標
の
推
移

平成27年度実績 平成28年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 ３．子育て家庭の支援

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　多様な保育サービスの提供や子育て支援の充実により、安心して
出産・子育てのできるまちになっています。

現状（平成30年度）

施
策
の
内
容

令和元年度　行政評価表
担当課 子育て支援課

今年度の
施策達成度

章名 第３章豊かな心を育むまちに暮らす A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第１節子ども・子育て支援の充実
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(1)

(2)

(3)

(4)

令和元年度　行政評価表
担当課 子育て支援課

今年度の
施策達成度

章名 第３章豊かな心を育むまちに暮らす B
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第１節子ども・子育て支援の充実

施策名 ４．地域の子育て支援

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　多様な保育サービスの提供や子育て支援の充実により、安心して
出産・子育てのできるまちになっています。

現状（平成30年度）

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

0 021,336

成
果
指
標
の
推
移

平成27年度実績 平成28年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

34,969 34,616

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

13,280

一般財源

子供広場５か所について、除草やトイレ清掃をシルバー人材に委託し、維持管理をすることがで
きた。「伊奈町次世代育成支援及び子ども・子育て支援事業計画」に基づき、４か所の子育て支
援拠点を維持し、町における子育て支援を推進することができた。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

子供広場周辺にも、都市計画公園が整備されている。近年、子育てに関する情報は、イン
ターネット等の普及により手軽に情報を収集できるようになっているが、相談できる人的資源
を持たない方が増加し、情報に振り回される方も見られている。子育て支援拠点施設は、子
どもの発達等について気軽に相談できる場として重要な役割を担い、他の利用者と交流を持
てることから、子育て中の孤立を防ぐ役割も持つ。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

子供広場周辺にも、都市計画公園が整備され、地域住民の利用状況の把握が必要である。
親子での遊びの場を提供することにより、親子の成長を促すことができ、ストレス解消の場と
もなる。また、子育て支援拠点には保育士が配置され、子育て中の様々な相談に応じること
もでき、不安や孤独感を軽減できる場としても活用されている。

中山住宅内の子供広場の遊具を修繕し、安全性を確保した。各拠点の状況把握や課題解決
のため子育て支援拠点担当者会議を行った。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

中央区内の子供広場の遊具が劣化が進んでおり、安全性の確保が課題である。子育て支援
拠点を継続的に利用していくかは利用者の任意であるため、長期的な関わりへ移行していく
ことが難しく課題となっている。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

令和30年度実績

　安心して子供を産み育てられるよう、妊娠期や出産期、乳幼児期などにおける
母子保健活動の充実を図る必要があります。全国的に家庭や地域の子育て力
が低下し、育児に不安や悩みを抱く親が増加し、児童虐待などが問題になって
います。また、共働き家庭の増加により保育所の入所希望者は増え、本町での
保育所の園児はこの５年間で1.7倍になり、待機児童も増加傾向にあります。
　子育て中の親たちを支援するため、本町では地域子育て支援センターや保育
所を中心とした相談体制の整備を図るとともに多様化するニーズに対応した保
育サービスの提供や、待機児童解消に向けた民間保育所の誘致などに取り組
んできました。また、放課後児童クラブは需要が高まっており、一層の充実を図
る必要があります。
　国においては、子ども・子育て支援新制度が平成27年４月から始まりますが、
本町でも新制度に沿った新たな子育て支援策を積極的に推進していく必要があ
ります。

指標名

現状と課題

(3)

平成29年度実績

(1)

(2)

子育て支援センターの運営について、国及び県の補助制度を活用し、財源の確保に努
めた。また、町内の民間事業者に委託することで官民協働のまちづくりを実施している。

劣化が進んでいる遊具については、住民の利用状況によっては撤去等の検討をする。
また、利用されていない子供広場については、所有者へ返還の検討をする。子育て支援
拠点担当者会議を開催し情報連携をすることで、支援を要する家庭の把握に努める。把
握した支援を必要としている家庭に、必要な支援が届くよう関係機関と情報連携を図る。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和元年度実績


